
一般社団法人ひなたネットワーク

１　貸借対照表（報告式）

当期末現在（令和2年3月31日現在）

(単位：円)

Ⅰ　資産の部

当年度 前年度 増  減

１　流動資産

預金 874,896 874,896

未収会費 0 0

前払金 0 0

流動資産合計 874,896 874,896

２　固定資産

　(1) 特定資産

事業積立資産 0 0

管理積立資産 0 0

特定資産合計 0 0

　(2) その他固定資産

土地・建物等 0 0

什器備品 0 0

その他固定資産合計 0 0

固定資産合計 0 0

資　産　合　計 874,896 874,896

Ⅱ　負債の部

当年度 前年度 増  減

１　流動負債

前受金（前払い会費等） 0 0

流動負債合計 0 0

２　固定負債

固定負債合計 0 0

負　債　合　計 0 0

Ⅲ　正味財産の部

当年度 前年度 増  減

１　指定正味財産 0 0

（うち、特定資産への充当額） (0 ) (0 )

２　一般正味財産 874,896 874,896

（うち、特定資産への充当額） (0 ) (0 )

正味財産合計 874,896 874,896

負債及び正味財産合計 874,896 874,896

※　令和元年11月1日法人設立のため、前年度比較なし。

科　　　　　　目

令和元年度　決算書

科　　　　　　目

科　　　　　　目



２ 正味財産増減計算書

(単位：円)

Ⅰ　一般正味財産増減の部

当年度 増　　減

(1)経常収益

受取会費 124,000 124,000

法人会員受取会費 120,000 120,000

個人会員受取会費 4,000 4,000

受取補助金等 0

特定資産運用益 0 0

特定資産受取利息 0 0

雑収益 1,143,079 1,143,079

受取利息 0 0

寄付金 1,143,079 1,143,079

雑収益 0 0

経常収益計 1,267,079 1,267,079

(2)経常費用

事業費 159,586 159,586

交流会支援事業費 137,586 137,586

交流会負担金 137,586 137,586

交流会補助金 0 0

研修事業費 0 0

　 研修費 0 0

　 支部研修会補助金 0 0

研修支援事業 0 0

研修派遣費 0 0

情報提供事業費 22,000 22,000

　 賃借料 0 0

委託料 22,000 22,000

社会教育支援事業 0 0

　 支援事業補助金 0 0

　 社会教育関係団体負担金 0 0

事業積立金 0

管理費 232,597 232,597

会議費 0 0

総会費 0 0

理事会費 0 0

租税公課 0 0

登記料 0 0

税金 0 0

事務経費 1,410 1,410

通信運搬費 1,410 1,410

新聞図書費 0 0

手数料 0 0

什器備品費 0 0

消耗品費 33,135 33,135

賃借料 0 0

委託費 198,052 198,052

寄付金 0 0

管理積立金 0

経常費用計 392,183 392,183

当期経常増減額 874,896 874,896

科　　目

 1.経常増減の部

当年度（自:令和元年11月1日　至:令和2年3月31日）



Ⅰ　一般正味財産増減の部

当年度 増　　減科　　目

 2.経常外増減の部

(1)経常外収益

経常外収益計 0 0

(2)経常外費用

経常外費用計 0 0

当期経常外増減額 0 0

   当期一般正味財産増減額 874,896 874,896

   一般正味財産期首残高 0 0

   一般正味財産期末残高 874,896 874,896

Ⅱ　指定正味財産増減の部

(1)収益

収益計 0 0

(2)費用

費用計 0 0

   当期指定正味財産増減額 0 0

   指定正味財産期首残高 0 0

   指定正味財産期末残高 0 0

Ⅲ　正味財産期末残高 874,896 874,896

※　令和元年11月1日法人設立のため、前年度比較なし。



財務諸表の注記

一般社団法人ひなたネットワーク

1　重要な会計方針

2　寄付金について
寄付金は以下のとおりです。全額を事業費・管理費に充当しました。

期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高

0 1,143,079 1,143,079 0

附属明細書

一般社団法人ひなたネットワーク

Ⅰ 事業報告に関する附属明細書

みやざき社
会教育・生
涯学習研究
会からの寄

付金

当法人の前身である任意団体「みやざ
き社会教育・生涯学習研究会」が解散
して一般社団法人化するにあたり、そ
の資産全額を寄付金として受け付けま
した。

内訳 備考

令和元年度事業報告には、「一般社団法人及び一般財団法人に関する法律施行規則」 第
34条第3項に規定する附属明細書「事業報告の内容を補足する重要な事項」が存在しないの
で作成しておりません。

財務諸表の作成は、公益法人会計基準（平成２０年 ４ 月１１日　最終改正令和２年５月１
５日　内閣府公益認定等委員会）によっています。

有形固定資産及び無形固定資産は、法人税法の規定に基づいて定額法で償却していま
す。
（現在、有形固定資産、無形固定資産はありません。）

消費税等の会計処理は、税込方式によっています。
(2) 消費税等の会計処理

(1) 固定資産の減価償却の方法


